
令和７年度 学校経営計画書及び自己評価計画書 

「地域・学校・産業界と連携し、教師と生徒が共に挑戦する学校」  
１ 教育目標（目指すべき人間像） 

石川県立羽咋工業高等学校  

校長  中 越 顕 治  
   

（１）ふるさとに誇りと愛着を持ち、広い視野に立って(地域)社会に貢献できる人間を育成する。 【ふるさと創生】 

（２）確かな学力を身に付け、個性や創造性に富む人間を育成する。              【確かな学力】 

（３）モラルを重んじ、各自が責任感を持ち、他者を思いやる心豊かな人間を育成する。     【豊かな人間性】 

（４）健康や体力の増進に努め、逞ましさと活力を持って行動する人間を育成する。       【健康・体力】 
 
２ 中・長期的目標（経営方針） 

（１）学校の現状 

① 求められる人材への対応：能登地区唯一の工業科単独高校として、本県基幹産業を担う人材の育成を使命とし、ものづくりを中心とした専門教育を行っており、就職希望者のほとんどは専門性を生かした仕事に就いている。

変化の激しい現在の社会・経済状況にあって、求人状況の変化に翻弄されることなく、有為な人材の育成に継続的に取り組むことが必要。 

② 資格取得の奨励：多くの資格取得に挑戦しており、ジュニアマイスター顕彰の受賞者が多い。資格取得のための放課後や休業中の補習と部活動との両立を目指し、時間の有効活用に学校全体で取り組んでいる。 

③ 規範意識の向上：部活動については、全員加入を掲げ推進し、運動部加入率約８０％と高い加入率を維持している。部活動を通した社会性や規範意識の向上に取り組むとともに、生徒会や部活動単位による一日一善運動や、規

範意識週間を設けるなど、生徒の健全な心身の育成に向け、学校全体で組織的に取組を進め、成果を上げている。 

④ 地域社会との連携：工業高校の特色を生かした地域に必要とされる物品等の製作や、地域住民と共同した地震に対する防災避難訓練を実施するなど、地域と連携した活動を推進し、生徒の社会貢献と安全への意識を高めている。 

（２）生徒に関する中・長期的目標 

① 基礎的・基本的な知識・技能の習得を徹底しながら、確かな学力の定着を図り、生徒の個性・能力を最大限に引き出す。 

② 時代を展望し、望ましい勤労観や職業観を持ち、将来への見通しを持って行動できる人づくりを目指す。 

③ 産業社会の変化に対応できる社会人としての、課題発見力・解決力、創造力などの総合的な能力(プロセススキル)、コミュニケーション力を身につけた人づくりを目指す。 

④ 健康や体力の増進に努め、心身ともに健康で逞しい(タフな)人づくりを目指すとともに、相手の立場に立ち他者を思いやる心豊かな人間性を育む。 

（３）教職員、学校組織などの望ましいあり方 

① 教職員の意識改革を図り、教育目標を達成するために、教職員一人ひとりが学校経営に主体的に参画する意識を持ち、学校の各分掌が自らの役割を担いながら、他の分掌と協働して学校運営に組織的

に取り組む。 

② 自己評価や他者評価(生徒による授業評価を含む)を活用し、公開授業や校内外の研修を通して、教員一人ひとりの指導力の向上や教科全体での授業改善に努める。 

③ 産業構造の変化や技術革新に対応できるよう、産業界の動向を常に把握するとともに、生徒に適した指導内容･教育課程･教育システムを模索し、地域に必要とされる「ものづくり教育」を目指す。 

④ 工業技術の提供やボランティア活動を通して地域貢献を図るとともに、地域防災について関係機関と連携しながら安全・安心な体制整備に努め、地域から信頼され開かれた学校づくりを推し進める。 
 
３ 今年度の重点目標 

（１）【授業改善】生徒が主体的に取り組むよう、個別最適な学習を推進することで、基礎的な知識・技能（技術）の定着に加え、思考力・判断力・表現力・コミュニケーション力

を育成する。 

（２）【進路実現】キャリア教育を学校教育全般にわたって充実させ、生徒が将来の仕事について深く考えられる環境を整える。さらに、魅力的な課題研究を創出し、資格・検定・

コンテストへの挑戦を通じて、生徒一人ひとりの進路の実現を図る。 

（３）【人間力育成】部活動・生徒会活動の活性化、規範意識の向上といじめを許さない学校づくり、ボランティアや地域貢献を通じて、人間力を高める。 

（４）【情報発信】本校の諸活動や工業の魅力を、保護者・地域に効果的に発信する。特に中学生への情報発信を強化し、定員充足を図る。 

（５）【業務改善】スクラップ＆ビルドの観点で業務を見直し、さらなる効率化を図る。業務分担の平準化を進め、月平均超過勤務時間を２５時間以内に抑える。 



 

  

自己評価計画書           石川県立羽咋工業高等学校 

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主 担 当 現    状 評価の観点 達 成 度 判 断 基 準 判定基準 備 考 

1 【授業改善】 

生徒が主体的に取

り組むよう、個別最適

な学習を推進するこ

とで、基礎的な知識・

技能（技術）の定着に

加え、思考力・判断力・

表現力・コミュニケー

ション力を育成する。 

1 主体的・対話的で深い学びの授

業の実践に加え、個別最適な学習

をさらに推進し、生徒の資質・能

力の育成を図る。 

教諭は年１回公開授業を行い、

授業改善の実践を公開する。教員

は年６回以上授業を参観する。 

授業改善についての研究紀要

を作成し、次年度に繋げる。 

教務課 

各教科 

新学習指導要領に移行して３年経過し、主

体的・対話的で深い学びの授業も浸透してき

ている。しかし、個別最適な学習による生徒

一人ひとりの資質・能力を伸ばす実践・研究

が不十分である。 

【満足度指標】 

主体的で個別最適な学び

の授業の実践により、各教

科の特性に応じた資質・能

力が確実に伸びている。 

主体的で個別最適な学びの授業の実践によ

り、各授業の生徒の８割以上が、各教科の特性

に応じた資質・能力が向上していると回答す

る、教員の割合が 

Ａ ９０％以上 

Ｂ ７０％～９０％未満 

Ｃ ５０％～７０％未満 

Ｄ ５０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

教員（実習教諭・実習

助手は含まない）対

象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

さらに適時にアンケ

ート調査を加える 

   新学習指導要領に移行して３年経過し授

業改善も進んでいるが、まだまだ主体的で個

別最適な学びへの取組や研究が不足してい

る。 

【満足度指標】 

主体的で個別最適な学び

の授業の工夫により、生徒

一人一人の学習への意欲が

高まっている。 

主体的で個別最適な学びの工夫により、より

意欲的に授業に参加していると回答する、生徒

の割合が 

Ａ ９０％以上 

Ｂ ７０％～９０％未満 

Ｃ ５０％～７０％未満 

Ｄ ５０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

さらに適時にアンケ

ート調査を加える 

     知識・技能（技術）に偏りがちな授業形態

から脱却し、思考力・判断力・表現力、コミ

ュニケーション力を向上させるための取組

や研究が不足している。 

【満足度指標】 

思考力、判断力、表現力、

およびコミュニケーション

力が身に付いたと生徒自身

が実感できる。 

授業によって、思考力、判断力、表現力、お

よびコミュニケーション力が向上したと回答

する、生徒の割合が 

Ａ ９０％以上 

Ｂ ７０％～９０％未満 

Ｃ ５０％～７０％未満 

Ｄ ５０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

さらに適時にアンケ

ート調査を加える 

2 【進路実現】 

キャリア教育を学

校教育全般にわたっ

て充実させ、生徒が将

来の仕事について深

く考えられる環境を

整える。さらに、魅力

的な課題研究を創出

し、資格・検定・コン

テストへの挑戦を通

じて、生徒一人ひとり

の進路の実現を図る。 

1 企業との連携を強化し、生徒に

有益な情報を提供して進路相談

を充実させる。同時に、学校の教

育活動全般を通じて生徒が主体

的に進路について深く考える環

境を整え、進路意識を向上させ

る。 

進路指導課 

 

近年、求人件数は社会の人手不足傾向によ

り上昇傾向である。今後さらに基礎学力とコ

ミュニケーション能力を身に付けた人材が

求められており、進学希望者も併せて対応す

る必要がある。 

【成果指標】 

生徒一人一人への充実し

た進路指導により、就職試

験の１回目で就職希望者全

員の就職内定を勝ち取る。 

就職希望者の１回目（１０月末）の就職試験

における内定率が 

Ａ １００％ 

Ｂ  ９５％以上 

Ｃ  ９０％以上 

Ｄ  ９０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

１０月末における就

職内定率を検証 

 2 ジュニアマイスター顕彰のゴ

ールド特別表彰およびゴールド・

シルバー・ブロンズの取得を目指

し、学校全体で多くの資格・検定

への挑戦意識を高め、企業や大学

と積極的な連携など取組を改善

し、認定者数を増加させる。 

工業科 

関連教科 

令和５年度のゴールド特別表彰者は２人、

ゴールド・シルバー・ブロンズの認定者は１

５人であった。令和６年度は取組を改善した

ため、特別表彰２人、ゴールド・シルバー・

ブロンズは５３人に増加した。   

全教員で協力して資格取得を奨励し、サポ

ートを行う環境ができている。 

【成果指標】 

専門的な資格や知識、技

能を持つ生徒の指標となる

ジュニアマイスター顕彰制

度の認定者数が増加してい

る。 

ジュニアマイスター顕彰ゴールド、シルバ

ー、ブロンズの認定者数が学校全体で 

Ａ ６０人以上 

Ｂ ４０～５９人 

Ｃ ２０～３９人 

Ｄ ２０人未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

７月・１月の認定者

数を検証 

          

 

 

 

 

 

 

 

 



  

重 点 目 標 具 体 的 取 組 主 担 当 現    状 評価の観点 達 成 度 判 断 基 準 判定基準 備 考 

3 【人間力育成】  

部活動・生徒会活動

の活性化、規範意識の

向上といじめを許さ

ない学校づくり、ボラ

ンティアや地域貢献

を通じて、人間力を高

める。 

1 生徒会の運営について、生徒会

執行部が生徒にアンケートを行

い、全校生徒が主体的に計画や立

案に参加することで、行事への参

画意識を高める。 

生徒会課 これまでの生徒会の運営や行事の企画立

案について、生徒の意見を反映しているとは

いえない。 

【満足度指標】 

全ての生徒が行事に参加

しているという意識を高

め、主体性や自己肯定感を

高める。 

生徒会行事に参加し満足できたと回答する、

生徒の割合が 

Ａ ９５％以上 

Ｂ ８５～９５％未満 

Ｃ ７５～８５％未満 

Ｄ ７５％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討。 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

 2 生徒が活発だと感じる部活動

を行う。部活動がより活発になれ

ば、生徒会行事や学校行事も一層

活発になるとともに、学校がより

魅力的になる。 

生徒会課 学校説明会で部活動は活発と中学生に伝

えているが、近年は活動成果や参加状況に停

滞感がある。生徒が主体的に関わり、より活

発になるような働きがけが求められる。 

【満足度指標】 

全ての生徒が、所属する

部の活動が活発だと感じて

いる。 

所属している部活動が活発だと感じる、生徒

の割合が 

Ａ ９０％以上 

Ｂ ８０～９０％未満 

Ｃ ７０～８０％未満 

Ｄ ７０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

 3 校舎内だけでなく、地域でもし

っかり挨拶をおこなうことで、他

者をおもいやる意識を高め、コミ

ュニケーション力の育成の足掛

かりとする。 

生徒会課 

生徒指導課 

生徒の殆どは校内では挨拶を行っている

が、校外では同様の挨拶はできていない。校

外でも積極的に元気の良い挨拶ができるよ

うになることで、より高いコミュニケーショ

ン力をつけることが期待される。 

【満足度指標】 

あいさつは大切で第一印

象を決定づけるコミュニケ

ーション力であるというこ

とを理解し、校外でも積極

的に元気な挨拶ができる。 

学校以外（地域や登下校時）でも積極的に元

気のよい挨拶ができていると回答する、生徒の

割合が 

Ａ ９５％以上 

Ｂ ９０～９５％未満 

Ｃ ８０～９０％未満 

Ｄ ８０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討。 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

 4 規則やマナーを守り、思いやり

の心を育むため、生徒への声かけ

や観察を通じて生徒理解を深め、

規範意識といじめ防止の意識を

高める｡ 

生徒指導課 

学年 

全ての教育活動並びに規範意識向上のた

めの多くの取組によって、昨年度は約１０

０％の生徒が「規範意識が向上した」と回答

した。 

【満足度指標】 

規範意識やいじめ防止の

意識が向上し、規則やマナ

ーを守り、相手を思いやる

心が身についている。 

本校の教育活動や規範意識向上の取組によ

り、規範意識やいじめ防止の意識が身について

いると回答した、生徒の割合が 

Ａ １００％ 

Ｂ ９５～１００％未満 

Ｃ ９０～９５％未満 

Ｄ ９０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討。 

生徒対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

4 【情報発信】 

本校の諸活動や工

業の魅力を、保護者・

地域に効果的に発信

する。特に中学生への

情報発信を強化し、定

員充足を図る。 

1 保護者懇談会以外の学校行事

に対して、メール配信や羽工便

り、ホームページ等の既存の手段

に加え、新たなアイディアや工夫

を取り入れ、保護者の来校者数を

増加させる。 

総務課 令和５年度まで保護者の学校の取組に対

する関心度は低かった。令和６年度から保護

者来校の新しい取組が始まり、保護者懇談会

以外で学校に訪問した保護者は６８％であ

った。 

【成果指標】 

全ての保護者が学校の教

育活動に興味・関心を持ち、

気軽に学校に訪れ、自身の

子供の活動を参観してい

る。 

学校公開や文化祭、マラソン大会、ＰＴＡ活

動のような行事等（保護者懇談会は除く）で来

校したことのある、保護者の割合が 

Ａ ７０％以上 

Ｂ ５０～７０％未満 

Ｃ ３０～５０％未満 

Ｄ ３０％未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

保護者を対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

 2 本校の活動を広く知ってもら

うために、在学生やその保護者、

中学生、地域の方に積極的に見て

もらうようホームページを改善

し、その閲覧数を増やす。 

視聴覚課 令和５年度まで情報発信については、中学

生に直接に出前授業や説明会をしたり、チラ

シを配ったりしていたが、ホームページでの

発信については不十分であった。 

昨年度は、ホームページの内容を一新し、

更に更新頻度も高くしたため、閲覧数が飛躍

的に向上し、月平均４４，５００件になった。 

【成果指標】 

本校のホームページの毎

月の閲覧回数を増やし、本

校の魅力を広く発信する。 

ホームページの閲覧回数が、月平均で、 

Ａ ４５，０００件以上（１日１５００件） 

Ｂ ４０，０００件～４５，０００件未満 

Ｃ ３５，０００件～４０，０００件未満 

Ｄ ３５，０００件未満 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

７月末・１２月末で

調査 

毎月の件数も適時調

査 

5 【業務改善】 

スクラップ＆ビル

ドの観点で業務を見

直し、さらなる効率化

を図る。業務分担の平

準化を進め、月平均超

過勤務時間を２５時

間以内に抑える。 

1 校務分掌ごとの業務内容を点

検し、改善に努めるとともに、生

成ＡＩの活用など業務の効率化

を推進し、職員の超過勤務時間の

削減を図る。 

各課 

各科 

学年 

業務分担の改善を進めようとするが、主任

など一部の教員に業務が偏ってしまう。生成

ＡＩ等も活用しているが、まだまだ活用度が

低い。令和６年度の超過勤務時間の平均は２

９時間であった。 

【成果指標】 

業務改善により超過勤務

時間の月別平均が昨年度よ

りも少ない。 

超過勤務時間の月別平均が 

Ａ ２５時間未満 

Ｂ ２５時間以上４０時間未満 

Ｃ ４０時間以上５５時間未満 

Ｄ ５５時間以上 

Ｃ以下の場合

は、取組を再検

討 

保護者を対象に 

７月・１２月にアン

ケート調査 

 


